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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　当社は、当社役職員による不正の疑いのある営業取引と簿外債務が存在している疑いが判明したことに伴い、平成19

年１月21日に大阪地方裁判所に対して民事再生手続開始の申立を行い、同１月29日に開始決定を受けました。

　その後、会計分析・ソフトウェア分析の専門会社に依頼するなどして、当該営業取引の実態解明及びその影響額を確

定するための調査を実施した結果、少なくとも平成14年３月期以降において、当社が起点及び終点となる循環取引を継

続的に実行することにより、売上高の過大計上、架空在庫の計上等の不適切な会計処理がなされていたことが判明いた

しました。

　しかし、①平成14年３月期以前のデータに関しては既に消失しているものが多く、循環取引と判断するに足る十分な

証憑等を網羅的に得られないこと、②当該取引に関係した会社が多く、民間企業の調査には限界があること等の理由に

より、第14期以前の対象取引を確定することができない状況にあります。そこで、訂正の処理については、修正処理がほ

ぼ確実に必要であると判断できる平成15年３月期より必要と認められる修正を実施することとし、当該修正結果に関

して、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、平成17年６月27日に提出いたしました有価証券報告書の訂正

報告書を提出するものであります。

　訂正にあたっては、循環取引によって計上していた売上高、仕入高及びソフトウェア等を全て取り消した上で、当該取

引に係る入金を「循環取引収入」、出金を「循環取引支出」として認識し、これらを純額表示しております。また、これ

らの影響を考慮した税効果会計の見直しや付加価値の増加を伴わない取引について売上高及び仕入高を修正し、当該

取引に係る売上高と仕入高の差額を営業外収益に修正表示する等、必要と認められる修正を併せて実施いたしました。

　

訂正前及び訂正後の概要は、以下のとおりであります。

　（１） 連結損益計算書

 
訂正前(A)

（千円）

訂正後(B)

（千円）

影響額(B)-(A)

（千円）

売上高 17,628,588 874,788 △16,753,800

営業利益又は

営業損失（△）
1,431,199 △1,324,430 △2,755,630

経常利益又は

経常損失（△）
1,389,052 959,224 △429,827

当期純利益又は

当期純損失（△）
770,238 991,666 221,428

　（２） 要約損益計算書

 
訂正前(A)

（千円）

訂正後(B)

（千円）

影響額(B)-(A)

（千円）

売上高 17,575,043 821,243 △16,753,800

営業利益又は

営業損失（△）
1,599,392 △1,156,238 △2,755,630

経常利益又は

経常損失（△）
1,564,267 1,134,440 △429,827

当期純利益又は

当期純損失（△）
915,622 1,137,050 221,428

　なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、公認会計士土井充氏及び公認会計士大村醇吉氏により監査を

受けており、その監査報告書を添付しております。

（注）　再生計画につきましては、平成20年１月15日に大阪地方裁判所より認可決定を受けております。
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２【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　　　（１）連結経営指標等

　　　（２）提出会社の経営指標等

　第２　事業の状況

　　１　業績等の概要

　　　（１）業績

　　　（２）キャッシュ・フローの状況

　　２　生産、受注及び販売の状況

　　　（１）生産実績

　　　（２）仕入実績

　　　（３）受注状況

　　　（４）販売実績

　　４　事業等のリスク

　　７　財政状態及び経営成績の分析

　　　（２）当連結会計年度の経営成績の分析

　　　（３）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　第３　設備の状況

　　２　主要な設備の状況

　　　（１）提出会社

　　３　設備の新設、除却等の計画

　　　（１）重要な設備の新設、改修

　第５　経理の状況 

　　１　連結財務諸表等 

　　　（１）連結財務諸表

　　　　　①　連結貸借対照表

　　　　　②　連結損益計算書

　　　　　③　連結剰余金計算書

　　　　　④　連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　表示方法の変更

　　　　　　注記事項

　（連結貸借対照表関係）

　　　　　　　（連結損益計算書関係）

　　　　　　　（税効果会計関係）

　　　　　　　（セグメント情報）

　　　　　　　（１株当たり情報）

　　　　　　　（重要な後発事象）

　　２　財務諸表等

　　　（１）財務諸表

　　　　　①　貸借対照表

　　　　　②　損益計算書

　　　　　売上原価明細書

　　　　　③　損失処理計算書

　　　　　　 表示方法の変更

　　　　 　　注記事項

　（貸借対照表関係）

　　　　　　　（損益計算書関係）

　　　　　　　（税効果会計関係）

　　　　　　　（１株当たり情報）

　　　　　　　（重要な後発事象）

　　　　　④　附属明細表

　　　　　　　有形固定資産等明細表
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　　　（２）主な資産及び負債の内容

　　　　　②　売掛金

　　　　　③　仕掛品

　　　　　④　長期未収入金

　　　　　⑤　買掛金

　　　　　⑥　短期借入金

　　　　　⑧　未払法人税等

３【訂正個所】

訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ該当箇所に＿＿罫を付して表示しており

ます。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

売上高　　　　　　（千円） 1,710,166 2,591,122 1,601,632 601,118 874,788

経常利益　　　　　（千円）又は経
常損失(△)

380,774 559,878 △1,021,330 △199,622 959,224

当期純利益　　　　（千円）又は
当期純損失(△)

200,937 302,392 △1,919,092 △203,135 991,666

純資産額　　　　　（千円） 494,324 1,508,450 △454,057 1,672,004 2,541,429

総資産額　　　　　（千円） 1,962,715 3,703,243 2,034,410 3,882,464 6,344,997

１株当たり純資産額　（円） 406,851.22 419,655.30 △25,714.50 74,467.30 37,848.89

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額(△)　　 　　　 （円）

169,579.01 107,117.70 △106,793.84 △12,181.54 14,548.29

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額　　　（円）
－ 107,051.83 － － 14,477.04

自己資本比率　　　　（％） 25.2 40.7 △22.3 43.1 40.1

自己資本利益率　　　（％） 51.37 30.19 － － 47.07

株価収益率　　　　　（倍） － 23.71 － － 20.90

営業活動による

 キャッシュ・フロー（千円）
△94,426 △142,345 △527,726 △163,008 784,123

投資活動による

 キャッシュ・フロー（千円）
△192,719 △624,606 △479,372 △89,509 △1,186,298

財務活動による

 キャッシュ・フロー（千円）
519,493 698,411 876,673 2,370,282 816,413

現金及び現金同等物の

期末残高　　　　　（千円）
427,077 357,786 227,519 2,343,659 2,758,758

従業員数　　　　　　（人） 30 53 60 66 99

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、期末時点で新株引受権が存在しますが、当

社株式は非上場・非登録のため記載しておりません。

３．第13期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。

４．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第15期及び第16期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。
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６．第15期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第４号）に基づき計算しております。

同会計基準及び適用指針を第13期まで遡及して適用した場合における１株当たり指標及び株価収益率は次

のとおりとなります。

 第13期 第14期

１株当たり純資産額（円） 400,266.86 416,873.27

１株当たり当期純利益金額（円） 162,827.48 103,575.36

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ 103,511.67

株価収益率（％） － 24.52

７．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額は期中平均発行済株式数、１株当たり純資産額は
期末発行済株式数に基づき算出しております。

第13期に実施した平成12年９月30日付株式分割（１株を1.3株に分割）、第14期に実施した平成13年６月１

日付株式分割（１株を2.3株に分割）、第15期に実施した平成14年８月20日付株式分割（１株を５株に分

割）及び第17期に実施した平成16年６月18日付株式分割（１株を３株に分割）については、株式分割が期

首に行われたものとして期中平均発行済株式数を算出しております。

なお、当該株式分割が第13期の期首に行われたものと仮定した場合、遡及１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額及び純資産額は次のとおりとなります。算出に当たりましては、上記（注）６．の
会計基準及び適用指針を遡及して適用しております。

 第13期 第14期 第15期 第16期

１株当たり純資産額（円） 11,601.94 27,791.55 △8,571.50 24,822.43

１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額(△)
（円）

4,719.64 6,905.02 △35,597.94 △4,060.51

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ 6,900.78 － －

(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

売上高　　　　　　（千円） 1,710,166 2,589,260 1,596,247 600,190 821,243

経常利益　　　　　（千円）又は経
常損失（△）

388,202 545,888 △1,021,083 △199,663 1,134,440

当期純利益　　　　（千円）
又は当期純損失（△）

208,364 290,106 △1,918,813 △203,087 1,137,050

資本金　　　　　　（千円） 118,350 411,725 413,805 1,602,257 1,602,517

発行済株式総数　　　（株） 1,215 3,594.5 18,132.5 22,192.5 66,637.5

純資産額　　　　　（千円） 511,664 1,514,056 △448,427 1,679,324 2,694,073

総資産額　　　　　（千円） 1,980,004 3,724,436 2,051,574 3,898,420 6,345,070

１株当たり純資産額　（円） 421,123.39 421,214.84 △25,403.86 74,797.22 40,143.83

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額)　

　　　　　　　　　　　

　（円）

旧株

14,000

新株

4,641.10

（－)

10,000

(－)

2,000

(－)

3,200

(－)

800

(－)

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額(△)　　　　　　（円）

175,847.36 102,765.69 △106,778.44 △12,178.96 16,734.06

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益　　　　　（円）
－ 102,702.50 － － 16,652.10

自己資本比率　　　　（％） 25.8 40.7 △21.9 43.1 42.5
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回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

自己資本利益率　　　（％） 51.60 28.64 － － 52.00

株価収益率　　　　　（倍） － 24.72 － － 18.17

配当性向　　　　　　（％） 7.96 9.73 － － 0.05

従業員数　　　　　　（人） 29 52 59 65 82

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、期末時点で新株引受権が存在しますが、

当社株式は非上場・非登録のため記載しておりません。

３．第13期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。

４．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第15期及び第16期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため

記載しておりません。

６．第13期の１株当たり配当額については、旧株１株につき14,000円、新株１株につき4,641円10銭としておりま
す。

なお、新株は平成12年12月に実施した第三者割当増資による新株発行45株であります。
７．第14期の１株当たり配当額には、上場記念配当3,000円を含んでおります。
８．第15期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準（企業会計基準第１号）」を適用し、貸借
対照表の資本の部において自己株式の残高を控除して資本合計（純資産額）を算出しております。
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９．第15期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業
会計基準第２号）及び　「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）に基づき計算しております。

同会計基準及び適用指針を第13期まで遡及して適用した場合における１株当たり指標及び株価収益率は次

のとおりとなります。

 第13期 第14期

１株当たり純資産額（円） 414,539.02 418,432.82

１株当たり当期純利益金額（円） 169,095.84 99,223.35

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ 99,162.34

株価収益率（％） － 25.60

10．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額は期中平均発行済株式数、１株当たり純資産額は
期末発行済株式数に基づき算出しております。

第13期に実施した平成12年９月30日付株式分割（１株を1.3株に分割）、第14期に実施した平成13年６月１

日付株式分割（１株を2.3株に分割）、第15期に実施した平成14年８月20日付株式分割（１株を５株に分

割）及び第17期に実施した平成16年６月18日付株式分割（１株を３株に分割）については、株式分割が期

首に行われたものとして期中平均発行済株式数を算出しております。

なお、当該株式分割が第13期の期首に行われたものと仮定した場合、遡及１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額及び純資産額は次のとおりとなります。算出に当たりましては、上記（注）９．の
会計基準及び適用指針を遡及して適用しております。

 第13期 第14期 第15期 第16期

１株当たり純資産額（円） 12,015.62 27,895.52 △8,467.95 24,932.40

１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額(△)
（円）

4,901.33 6,614.89 △35,592.81 △4,059.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ 6,610.82 － －

11．第16期の１株当たり配当額には、上場記念配当1,000円を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績
　当連結会計年度におけるわが国経済は、アジアを中心とした輸出が増加するとともに企業収益の改善がみられ、企
業を中心とした回復を続けております。一方、個人消費は雇用情勢、年金問題等の不安から、まだ回復とまでは至って
いない状況であります。
　当社グループが属する情報サービス業界においては、企業収益の改善とともに設備投資のゆるやかな増加がみられ
るものの、よりコスト意識を高め、かつ、できる限り短期間に結果が出せるような費用対効果を求め、慎重に投資判断
する傾向が依然続いております。
　このような厳しい経営環境のなかで、当社グループは、ＧＩＳをベースとしたeビジネス・コンサルティングに注力
し、新規顧客を開拓すべく総合的な営業対応による得意な分野を含む全体契約を進め、営業展開を強化するとともに
、社内組織の改編及び新規採用を積極的に行い、組織の活性化を図りつつ、事業基盤の強化に努めてまいりました。こ
の結果、当連結会計年度の売上高は8億74百万円（前年同期比45.5％増）となりました。また、一部の役職員によって
実行された循環取引の影響から、経常利益9億59百万円（前年同期は1億99百万円の損失）、当期純利益9億91百万円
（前年同期は2億3百万円の損失）を計上することとなりました。
　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（情報サービス事業）

　情報サービス事業につきましては、総合的な営業対応による全体契約（コンサルティングだけではなく、総合的な
トータルソリューション(コンサルティングからシステム開発、ソフトウェア、運用などを含めたサービス）の提供)
を進めた結果、売上高は7億92百万円（前年同期比87.5％増）となりましたが、赤字案件や多額の人件費等の管理コス
トの影響で、営業損失12億27百万円（前年同期は12億55百万円の損失）を計上することとなりました。

（情報機器販売および工事事業）

　情報機器販売および工事事業につきましては、主力である情報サービス事業に注力した結果、売上高は75百万円
（前年同期比57.5％減）、営業利益は6百万円（前年同期は1百万円の損失）となりました。

 　 （航空事業）

　航空事業につきましては、平成16年10月に株式取得した株式会社グローバルウイングスが営んでいる事業でありま
す。現在は、顧客に対して航空機（ビジネスジェット）による運送サービスや航空機整備などの各種サービスを提供

すべく、事業立ち上げ期にあり、新規顧客の獲得等事業を成功させることに注力しております。

　その結果、期の後半には収益を獲得でき、売上高は6百万円（前年同期比－％）、営業損失は1億3百万円（前年同期
－％)となりました。

　所在地別セグメントの業績につきましては、全セグメントの売上高の合計高の合計に占める本邦の売上高の割合が

90％超であるため、記載を省略しております。

(2）キャッシュ・フローの状況
　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッ
シュ・フローにより7億84百万円の資金の増加、投資活動によるキャッシュ・フローにより11億86百万円の資金の減
少、財務活動によるキャッシュ・フローにより8億16百万円の資金の増加により、資金は前連結会計年度末に比べ4億
14百万円増加し、27億58百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は7億84百万円増加いたしました（前年同期は1億63百万円の減少）。
　主な要因は、法人税等支払額4億84百万円による資金の減少などがあったものの、税金等調整前当期純利益が9億65
百万円計上されたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は11億86百万円減少いたしました（前年同期は89百万円の減少）。
　主な要因は、有形固定資産の取得10億73百万円によるものであります

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果、資金は8億16百万円増加いたしました（前年同期は23億70百万円の増加）。
　　主な要因は、短期借入金による資金調達10億95百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

前年同期比（％）

情報サービス事業（千円） 1,387,002 138.2

合計（千円） 1,387,002 138.2

　（注）　金額は、実際価格にて表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

前年同期比（％）

情報機器販売および工事事業（千円） 69,325 38.5

合計（千円） 69,325 38.5

　（注）　金額は、実際価格にて表示しており、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

情報サービス事業 677,033 123.0 97,694 45.9

情報機器販売および工事事業 75,845 42.5 － －

航空事業 6,579 － － －

合計 759,459 104.2 97,694 45.9

　（注）　金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

前年同期比（％）

情報サービス事業（千円） 792,362 187.5

情報機器販売および工事事業（千円） 75,845 42.5

航空事業（千円） 6,579 －

合計（千円） 874,788 145.5

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社日立製作所 － － 192,831 22.0

株式会社ナムコ 49,600 8.3 111,000 12.7

株式会社ＣＳＫ 172,723 28.7 － －
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４【事業等のリスク】

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。また、当社

は、このようなリスクを認識した上で、必要なリスク管理体制を整え、リスク発生の回避及びリスク発生時の影響の最

小化に努めております。

１．新規事業の立ち上げ　　

当社は、新規事業へ進出のため平成16年10月に株式会社グローバルウイングスの発行済株式総数の60.2%を取得

し、同社は連結子会社となりました。同社は、航空運送事業、航空機整備事業を営んでおります。現在は事業立ち上げ

期にあり、当面は、新規顧客の獲得等事業を成功させることに注力いたしますが、新規事業は不確定要因が多く、当

初の事業計画を予定通り達成できなかった場合は、それまでの投資負担が当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

　なお、同社は事業活動を中国へ展開しており当該進出国の政治・経済情勢、法制度等に著しい変化が生じた場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、外貨建取引を行なうため及び外

貨建資産・負債を保有していることから、為替相場の変動が当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

２．情報管理・セキュリティ強化　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社は、パッケージ販売を行なっており一部の製品については個人顧客に対する商品・サービスの提供を行っ

ております。個人情報の取扱につきましては、平成17年４月から個人情報保護法が施行されることに伴い、当社グ

ループでは、個人情報の取扱いに係わる社内規定を整備し、情報管理の強化、システムのセキュリティ強化を実施し

ております。しかし、外部からの不正アクセスなどの不測の事態により個人情報が外部へ漏洩する可能性がありま

す。この様な事態が生じた場合には、損害賠償責任や社会的信用の失墜等により、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、社内ネットワークにおいてもセキュリティ強化を実施しておりますが、不測の事態により重大な障害が発生

する事態も想定されます。

３．人的資源への依存等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社グループにおいては、事業を展開する上で、顧客のニーズに応じてさまざまな角度から企画・提案の行えるコ

ンサルタント及びシステム構築のための高度な専門知識・ノウハウを有するエンジニアが不可欠であり、そのよう

な人材を積極的に採用しております。また、競争力強化のための最先端技術導入についても、ソフトウェアに関する

最新情報の収集を行っております。

　今後も事業の基盤となる人材の確保・教育、新技術の導入・開発には注力していく方針ではありますが、当社グ

ループが必要とする知識及び経験を備えた人材を確保できなかった場合や既存の有能な人材が社外流出した場合、

また新技術の導入・開発などへの対応が遅れた場合には、業界内での競争力の低下を招く可能性があり、当社グ

ループの事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。

４．親会社との関係について

　平成15年３月期において、当社は株式会社シーエーシーの連結子会社となりました。

　株式会社シーエーシーグループは、当社を含めた連結子会社15社及び持分法適用関連会社１社により構成されて

おり、その事業は情報システムに係るコンサルティングからシステム開発、インフラ構築、システム保守までを対象

とする「システム構築サービス事業」とシステム運用管理サービス、ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソーシ

ング）サービス等を対象とする「システム運用管理サービス事業」とに分けられます。

　当社グループは上記「システム構築サービス事業」に位置付けられますが、株式会社シーエーシーグループ各社

が保有しない領域であるＧＩＳ（地理情報システム）をベースとしたソリューションの提供をその特色としてお

り、株式会社シーエーシーグループ内での競合関係は発生しておりません。

　当社グループは、今後とも株式会社シーエーシーグループ内にはないＧＩＳをはじめ先端技術を活用した特色あ

るソリューションを提供していく方針であります。

　なお、当社グループと親会社である株式会社シーエーシーとの位置付けについては、上記に記載のとおりの関係を

有しておりますが、いずれも当社グループの事業遂行上の独立性を損なうものではなく、株式会社シーエーシーは

当社グループの自主性・独立性を最大限尊重する方針であります。今後においても当社グループと株式会社シー

エーシーとの関係は友好的に推移するものと当社は想定しておりますが、株式会社シーエーシーのグループ展開に

関する方針の変更等によっては、当社グループの事業遂行等に影響を与える可能性があります。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成17年３月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。　　
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（2）当連結会計年度の経営成績の分析

①概要　　　　　

　当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費が依然として伸び悩む一方で、全般的な株価回復やリスト
ラ効果による企業収益の改善と輸出の好調ならびに期後半からの堅調な設備投資等に支えられ、景気は緩や
かな回復傾向のうちに推移いたしました。しかしながら、本格的な経済回復までには至らず、構造的なデフレ
状況の中にあって、雇用情勢や所得環境の厳しい状況が依然として続きました。このような経済環境のもと、
当連結会計年度の売上高は8億74百万円（前年同期比45.5％増）、経常利益は9億59百万円（前年同期は1億99
百万円の損失）、当期純利益は9億91百万円（前年同期は2億3百万円の損失）となりました。
②売上高

　売上高は、前連結会計年度に比べ45.5％増の8億74百万円となりました。情報サービス事業の売上高は、飲料
メーカー向け全国物流システムの受注により、前連結会計年度に比べ87.5％増の7億92百万円と大幅な増収を
達成しております。情報機器販売および工事事業の売上高は、主力である情報サービス事業に注力した結果、
前連結会計年度に比べ1億2百万円減の75百万円となりました。航空事業につきましては、現在は、顧客に対し
て航空機（ビジネスジェット）による運送サービスや航空機整備などの各種サービスを提供すべく、事業立
ち上げ期にあり、新規顧客の獲得等事業を成功させることに注力しております。その結果、期の後半には収益
を獲得でき、売上高は6百万円（前年同期比－％）となりました。　
③売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は売上の増加に伴い、前連結会計年度より47百万円増加（前年同期比3.4％増）し14億60百万円とな
りました。売上原価率は167.0％と前年と比べて68.1ポイント改善されております。
　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より2億94百万円増加（前年同期比66.2％増）し7億38百万円とな
りました。主な増加要因は、社内体制強化を目的とした採用を行ったことにより人件費関連が1億円増加、当連
結会計年度より新製品の開発や研究開発活動を開始したことにより研究開発費が54百万円増加しておりま
す。　
④営業損失
営業損失は、売上高の増加による影響が販売費及び一般管理費の増加による影響と相殺され、前連結会計年
度の12億56百万円に対して67百万円増の13億24百万円となりました。
⑤営業外収益（費用）

　営業外収益は、循環取引にかかる収入額が大幅に増加したことにより、前連結会計年度に比べ12億25百万円
増加し、23億29百万円となりました。
　営業外費用は、前連結会計年度に比べ1百万円減少し、46百万円となりました。　
⑥当期純利益
　当期純利益は、循環取引収入の影響により、前連結会計年度から11億94百万円改善し、9億91百万円（前期は2
億3百万円の損失）となりました。　

（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、27億58百万円と前連結会計年度比4億14百万
円の増加となりました。この主な要因は、航空機などの有形固定資産の取得による支出10億73百万円、法人税
等の支払4億84百万円などの資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益が9億65百万円、短期借入金
による資金調達10億95百万円などの資金の増加があったことによるものであります。
②資金の流動性

　当社グループでは、コミットメントラインの設定により、運転資金の効率的な調達及び不測の事態に備えた

資金の流動性を確保しております。なお、取引金融機関（５行）と、平成16年９月に上限10億円、期間３年の契

約を締結しております。
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第３【設備の状況】

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成17年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
（名）

建物附属設備
（千円）

器具備品

（千円）

ソフトウェア
合計
（千円）(販売目的)

（千円）
(自社利用)
（千円）

本社

(大阪市淀川区)

情報サービス事業

情報機器販売およ

び工事事業

管理部門

ソフトウェア

コンピュータ

端末

23,558 26,589 144,068 29,590 223,806 68

東京事務所

(東京都港区)

情報サービス事業

管理部門

コンピュータ

端末
2,326 3,835 － － 6,162 14

　（注）１．器具備品の内容は、主としてコンピュータ端末であります。

２．販売目的のソフトウェアの内容は、エンターテイメント用デジタルコンテンツ、音声認識・応答システムな

どであります。

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容
賃借及びリース料
（千円）

本社

(大阪市淀川区)

情報サービス事業

情報機器販売および工事

事業

管理部門

事務所

（賃借）
29,516

コンピュータ端末等

（ファイナンス・

リース）

35,903

東京事務所

(東京都港区)

情報サービス事業

管理部門

事務所

（賃借）
16,133

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設、改修

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社アイ・エックス・アイ(E05225)

訂正有価証券報告書

13/45



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第16期事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会計

年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の連結財務諸表及び第17期事業年度（平成16年４月１日から

平成17年３月31日まで）の財務諸表について新日本監査法人により監査を受けております。

なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正

後の連結財務諸表及び財務諸表について、公認会計士土井充氏及び公認会計士大村醇吉氏により監査を受けており、

その監査報告書を受領しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成16年３月31日）

当連結会計年度

（平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,363,659   2,778,758  

２．受取手形及び売掛金   74,742   252,289  

３．たな卸資産   42,514   56,495  

４．その他   58,302   28,857  

貸倒引当金   △1,500   △2,800  

流動資産合計   2,537,719 65.4  3,113,600 49.1

Ⅱ　固定資産        

（１）有形固定資産 　       

１．建物附属設備  －   31,059   

減価償却累計額  － －  △5,174 25,884  

２．航空機  －   1,143,666   

減価償却累計額  － －  △10,721 1,132,944  

３．器具備品  45,620   58,549   

減価償却累計額  △19,185 26,435  △24,058 34,491  

４．リース資産  478   －   

減価償却累計額  △410 67  － －  

有形固定資産合計   26,502 0.7  1,193,321 18.8

（２）無形固定資産        

１．著作権   1,366   －  

２．電話加入権   1,727   1,817  

３．ソフトウェア   307,562   173,658  

４．連結調整勘定   －   48,609  

無形固定資産合計   310,657 8.0  224,085 3.5

（３）投資その他の資産        

１．投資有価証券   37,675   38,438  

２．差入保証金   41,470   63,976  

３．長期未収入金 ※４  884,194   1,665,126  

４．その他   33,606   40,658  

貸倒引当金   △5,200   △5,600  

投資その他の資産合計   991,746 25.5  1,802,599 28.4

固定資産合計   1,328,906 34.2  3,220,006 50.7

Ⅲ　繰延資産        

新株発行費   15,838   11,390  

繰延資産合計   15,838 0.4  11,390 0.2

資産合計   3,882,464 100.0  6,344,997 100.0
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前連結会計年度

（平成16年３月31日）

当連結会計年度

（平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   48,884   266,309  

２．短期借入金   1,150,000   2,269,600  

３．１年以内返済予定長期
借入金

  170,920   170,920  

４．未払金   54,306   101,872  

５. 未払法人税等   270,019   490,383  

６. 未払消費税等   －   74,057  

７．その他   68,574   25,680  

流動負債合計   1,762,704 45.4  3,398,823 53.5

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   383,580   322,310  

２．繰延税金負債   2,149   2,186  

３．退職給付引当金   2,009   3,748  

４．役員退職慰労引当金   60,000   76,500  

５．長期未払金   16   －  

固定負債合計   447,754 11.5  404,744 6.4

負債合計   2,210,459 56.9  3,803,567 59.9

（少数株主持分）        

　　少数株主持分   － －  － －

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※１  1,602,257 41.3  1,602,517 25.3

Ⅱ　資本剰余金   1,741,503 44.9  1,741,762 27.5

Ⅲ　利益剰余金   △1,669,409 △43.0  △768,732 △12.1

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   3,144 0.1  3,198 0.0

Ⅴ　為替換算調整勘定   △3,726 △0.1  △3,665 △0.1

Ⅵ　自己株式 ※２  △1,763 △0.1  △33,650 △0.5

資本合計   1,672,004 43.1  2,541,429 40.1

負債、少数株主持分及び資
本合計

  3,882,464 100.0  6,344,997 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   601,118 100.0  874,788 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  1,413,480 235.1  1,460,896 167.0

売上総損失   812,361 △135.1  586,108 △67.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．役員報酬  72,040   118,153   

２．給料・賞与  97,825   143,742   

３．福利厚生費  31,940   36,127   

４．役員退職慰労引当金繰入
額

 13,000   16,500   

５．退職給付費用  155   769   

６．旅費交通費  20,883   39,085   

７．交際費  12,363   21,101   

８．賃借料  22,329   25,712   

９．通信費  3,877   7,092   

10．支払手数料  64,792   94,521   

11．減価償却費  5,462   8,716   

12. 連結調整勘定償却額  －   5,401   

13. 研究開発費  －   54,665   

14．その他  99,470 444,141 73.9 166,732 738,322 84.4

営業損失   1,256,502 △209.0  1,324,430 △151.4

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  11   90   

２．受取配当金  72   78   

３．為替差益  649   －   

４．受取手数料  6,157   －   

５．循環取引収入 ※３ 1,097,124   2,325,802   

６．その他  578 1,104,594 183.7 3,948 2,329,920 266.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  29,131   23,978   

２．新株発行費償却  12,034   11,049   

３．会員権評価損  200   1,447   

４．支払手数料  6,299   7,229   

５．為替差損  －   571   

６．その他  48 47,714 7.9 1,987 46,264 5.3

経常利益
又は経常損失（△）

  △199,622 △33.2  959,224 109.7
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前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益  －   20   

２．貸倒引当金戻入益  1,000   －   

３．受贈益  － 1,000 0.1 8,183 8,203 0.9

Ⅶ　特別損失        

  固定資産除却損 ※１ 732 732 0.1 1,813 1,813 0.2

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△）

  △199,355 △33.2  965,615 110.4

法人税、住民税及び事業税 ※４ 433,000   687,520   

法人税等修正額 ※５　 △429,220 3,780 0.6 △683,220 4,300 0.5

少数株主損失   － －  30,351 3.5

当期純利益
又は当期純損失（△）

  △203,135 △33.8  991,666 113.4
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③【連結剰余金計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部） 　     

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　  553,055  1,741,503

Ⅱ　資本剰余金増加高 　     

１．ストックオプションの
　　権利行使による新株の発行

　 780  259  

２．公募増資による新株の発行 　 1,187,668 1,188,448 － 259

Ⅲ　資本剰余金期末残高 　  1,741,503  1,741,762

      

（利益剰余金の部） 　     

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　  △1,418,025  △1,669,409

Ⅱ　利益剰余金増加高 　     

  　当期純利益 　 － － 991,666 991,666

Ⅲ 利益剰余金減少高 　     

１．当期純損失 　 203,135  －  

２．配当金 　 36,248  70,989  

３．役員賞与 　 12,000 251,383 20,000 90,989

Ⅳ　利益剰余金期末残高 　  △1,669,409  △768,732
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△)

 △199,355 965,615

減価償却費  286,019 244,395

連結調整勘定償却額  － 5,401

役員退職慰労引当金の増減(△)  13,000 16,500

受取利息及び受取配当金  △84 △169

支払利息  29,131 23,978

役員賞与の支払額  △12,000 △20,000

売上債権の増（△）減  127,243 △177,546

たな卸資産の増（△）減  241,149 △13,980

仕入債務の増減（△）  △98,150 217,424

その他  △42,635 31,026

小計  344,317 1,292,644

利息及び配当金の受取額  84 169

利息の支払額  △28,769 △23,826

法人税等の支払額  △478,641 △484,864

営業活動によるキャッシュ・フロー  △163,008 784,123

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △14,407 △1,073,053

無形固定資産の取得による支出  △23,511 △85,469

投資有価証券の取得による支出  △27,163 △671

その他  △24,427 △27,103

投資活動によるキャッシュ・フロー  △89,509 △1,186,298

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △360,000 1,095,040

長期借入金の借入による収入  600,000 －

長期借入金の返済による支出  △188,500 △176,269

配当金の支払による支出  △36,248 △70,989

自己株式取得による支出  － △31,886

増資による収入  2,355,031 520

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,370,282 816,413

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,624 54

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  2,116,139 414,293

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  227,519 2,343,659

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増
加額

 － 806

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高  2,343,659 2,758,758
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において区分掲記しておりました「未

収入金」（当連結会計年度48,268千円）は、資産総額の100

分の5以下となったため、当連結会計年度より流動資産の

「その他」に含めて表示することに変更しております。

──────

（連結損益計算書関係）

　「支払手数料」は、前連結会計年度まで販売費及び一般

管理費の「その他」に含めて表示しておりましたが、

販売費及び一般管理費に占める割合が高まってきたこと

から区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「支払手数料」の金額は、

50,643千円であります。

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

※１　当社の発行済株式総数は、普通株式22,192.5株であり
ます。

※１　当社の発行済株式総数は、普通株式 66,637.5株であ
ります。

※２　当社が保有する自己株式の数は、普通株式8.2株であ
ります。

※２　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 124.85株
であります。

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関（５行）とコミットメントライン契約を締結

しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 1,000,000千円

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関（５行）とコミットメントライン契約を締結

しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 1,000,000千円

※４　循環取引によって過大に計上された法人税等及び消

費税等について、修正見積額を未収計上したもので

あります。なお、法人税及び消費税の修正について

は、更正の嘆願を上申しております。

※４ 同左

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※１　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 732千円 器具備品 1,813千円
※２ 　　　　　　　　　――――― ※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

 　 54,665千円

※３　循環取引によって会社に入金された金額を「循環取

引収入」として認識し、会社から出金した金額を

「循環取引支出」として認識した上で、これらの金

額を相殺した差額を計上したものであります。な

お、循環取引収入の総額は11,651,167千円でありま

す。

※３　循環取引によって会社に入金された金額を「循環取

引収入」として認識し、会社から出金した金額を

「循環取引支出」として認識した上で、これらの金

額を相殺した差額を計上したものであります。な

お、循環取引収入の総額は16,390,290千円でありま

す。

※４　循環取引によって過大に計上された課税所得に基づ

き計算された、税務申告上の法人税等の金額であり

ます。

※４　同左

※５　循環取引によって過大に計上された課税所得を修正

した上で計算された見積額であります。

※５　同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度

（自　平成15年４月１日

     　　　　　　至　平成16年３月31日）

当連結会計年度

　　　　　　　（自　平成16年４月１日

　　　　　　　　至　平成17年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

税務上の繰越欠損金 780,552千円

未払賞与 11,245千円

未払事業税 23,683千円

貸倒引当金 2,720千円

減価償却費 55,852千円

ゴルフ会員権 1,055千円

一括償却資産 1,504千円

退職給付引当金 815千円 

役員退職慰労引当金 24,360千円 

繰延資産 908千円 

繰延税金資産小計 902,697千円

評価性引当額 △902,697千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,149千円 

繰延税金資産の純額 △2,149千円

繰延税金資産 　 　

税務上の繰越欠損金 396,713千円

未払賞与 588千円

未払事業税 36,150千円

未払事業所税 426千円

貸倒引当金 3,410千円

減価償却費 63,258千円

ゴルフ会員権 1,480千円

一括償却資産 2,633千円

退職給付引当金 1,521千円 

役員退職慰労引当金 31,059千円 

繰延資産 165千円

自己株式 102千円 

繰延税金資産小計 537,510千円

評価性引当額 △537,510千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,186千円 

繰延税金資産の純額 △2,186千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。

法定実効税率 40.6％

 （調整）  　

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6％

税務上の繰越欠損金の利用 △46.4％

 評価性引当額 3.8％

 住民税均等割 0.4％

 その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.4％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成15年４月１日　至平成16年３月31日）

 
情報サービス
事業（千円）

情報機器販売
および工事事
業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 422,643 178,475 601,118 － 601,118

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 422,643 178,475 601,118 － 601,118

営業費用 1,677,652 179,968 1,857,621 － 1,857,621

営業損失 1,255,009 1,493 1,256,502 － 1,256,502

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 513,265 2,643 515,909 3,366,555 3,882,464

減価償却費 280,980 95 281,076 4,943 286,019

資本的支出 29,682 － 29,682 8,235 37,918

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

情報サービス事業 情報システムの導入に関するコンサルティング、ソフトウェア受託開発

情報機器販売および工事事業 コンピュータ周辺機器、ＬＡＮ工事

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた金額は、管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

 
情報サービ
ス事業
（千円）

情報機器販
売および工
事事業
（千円）

航空事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 792,362 75,845 6,579 874,788 － 874,788

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 792,362 75,845 6,579 874,788 － 874,788

営業費用 2,019,504 69,325 110,389 2,199,218 － 2,199,218

営業利益（又は営業損失） △1,227,141 6,520 △103,809 △1,324,430 － △1,324,430

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 598,302 3,010 1,205,167 1,806,480 4,538,517 6,344,997

減価償却費 225,679 67 11,226 236,973 7,421 244,395

資本的支出 94,213 － 1,144,407 1,238,621 37,577 1,276,198
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　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

情報サービス事業 情報システムの導入に関するコンサルティング、ソフトウェア受託開発

情報機器販売および工事事業 コンピュータ周辺機器、ＬＡＮ工事

航空事業 航空機による運送サービス、航空機整備

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた金額は、管理部門に係る資産であります。

（追加情報）

４．航空事業は、当連結会計年度より連結子会社となりました株式会社グローバルウイングスが行っている事業

であり、当該セグメントを新設しております。

　　（以下、省略）

EDINET提出書類

株式会社アイ・エックス・アイ(E05225)

訂正有価証券報告書

25/45



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 74,467円30銭

１株当たり当期純損失金額 12,181円54銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失を計上しているため記載しておりません。

１株当たり純資産額 37,848円89銭

１株当たり当期純利益金額 14,548円29銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
14,477円04銭

 　当社は、平成16年６月18日付で株式１株につき３株の

株式分割を行っております。

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度の１株当たり情報については、それぞ

れ以下のとおりとなります。

 
１株当たり純資産額 24,822円43銭

１株当たり当期純損失金額 4,060円51銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

を計上しているため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 １株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金額
  

当期純利益又は当期純損失（△）    （千円） △203,135 991,666

　普通株主に帰属しない金額　　　　　（千円） 20,000 24,000

　　（うち利益処分による役員賞与金）（千円） (20,000) (24,000)
普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△） 　　　　　　（千円）

△223,135 967,666

　期中平均株式数　　　　　　　　　　 （株） 18,317 66,514

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額　　　　　　　 　（千円） － －

　普通株式増加数　　　　　　　　　 　（株） － 327

　　（うち新株予約権）　　　　　 　　（株） － (327)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権 ２種類

これらの概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおりであり

ます。

新株予約権１種類

(新株予約権の数384個）

なお、新株予約権の概要は「第４

　提出会社の状況(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．当社は、平成16年４月９日開催の取締役会において、

投資金額の引き下げと当社株式の流動性向上を図る

ことを目的とする株式の分割（無償交付）を決議い

たしました。

（株式分割の概要）

（１）分割により増加する株式数

普通株式とし、平成16年４月30日（金曜日）最終の

発行済株式数に２を乗じた株式数とする。

（２）分割方法

平成16年４月30日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主ならびに端株原簿

に記載または記録された端株主の所有株式数を、平

成16年６月18日付をもって１株につき３株の割合

をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる１株

未満の端株数のうち、１株の100分の１の整数倍に

相当するものを端株として端株原簿に記載または

記録する。

（３）配当起算日

　　　平成16年４月１日

　　　当社は、平成17年６月24日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に規定する新株

予約権（ストックオプション）の無償発行に関する

決議をいたしました。

　　　当該決議の内容は、「第４　提出会社の状況(7)ストック

オプション制度の内容」に記載しております。

　

　

　

　

　

　

　

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株

当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

△8,571円50銭 24,822円43銭

１株当たり当期純損失金額 １株当たり当期純損失金額

35,597円94銭 4,060円51銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失を計

上しているため記載しておりません。

２．当社は、平成16年６月25日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に規定する新株

予約権（ストックオプション）の無償発行に関する

決議をいたしました。

　　　当該決議の内容は、「第４　提出会社の状況(7)ストッ

クオプション制度の内容」に記載しております。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成16年３月31日）

当事業年度

（平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,350,660   2,755,003  

２．受取手形   105   －  

３．売掛金 　  74,636   227,599  

４．仕掛品   42,514   55,984  

５．前払費用   9,998   16,689  

６．未収入金   48,268   －  

７．関係会社短期貸付金   －   1,070,618  

８．その他   162   8,344  

貸倒引当金   △1,500   △2,800  

　流動資産合計   2,524,846 64.8  4,131,439 65.1

Ⅱ　固定資産        

（１）有形固定資産 　       

１．建物附属設備  －   31,059   

減価償却累計額  － －  △5,174 25,884  

２．器具備品  44,468   52,737   

減価償却累計額  △18,515 25,952  △22,312 30,425  

３．リース資産  478   －   

減価償却累計額  △410 67  － －  

有形固定資産合計   26,020 0.6  56,309 0.9

（２）無形固定資産        

１．著作権   1,366   －  

２．電話加入権   1,727   1,727  

３．ソフトウェア   307,562   173,658  

無形固定資産合計   310,657 8.0  175,386 2.8

（３）投資その他の資産        

１．投資有価証券   37,675   38,438  

２．関係会社株式   29,998   182,430  

３．長期前払費用   3,295   11,505  

４．差入保証金   41,470   50,783  

５．長期未収入金 ※５  884,194   1,665,126  

６．その他
  29,624   27,860  

　貸倒引当金   △5,200   △5,600  

投資その他の資産合計   1,021,058 26.2  1,970,543 31.0

　固定資産合計   1,357,735 34.8  2,202,240 34.7

Ⅲ　繰延資産        

新株発行費   15,838   11,390  

繰延資産合計   15,838 0.4  11,390 0.2

資産合計   3,898,420 100.0  6,345,070 100.0
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前事業年度

（平成16年３月31日）

当事業年度

（平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 　  49,745   259,160  

２．短期借入金   1,150,000   2,250,000  

３．１年以内返済予定長期
借入金

  170,920   170,920  

４．未払金   54,259   95,169  

５．未払費用   27,260   3,442  

６．未払法人税等   270,019   489,601  

７．未払消費税等   －   74,276  

８．前受金   36,977   8,291  

９．預り金   11,518   4,392  

10．その他   640   649  

流動負債合計   1,771,341 45.4  3,355,903 52.9

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   383,580   212,660  

２．繰延税金負債   2,149   2,186  

３．退職給付引当金   2,009   3,748  

４．役員退職慰労引当金   60,000   76,500  

５．長期未払金   16   －  

固定負債合計   447,754 11.5  295,094 4.6

負債合計   2,219,096 56.9  3,650,997 57.5

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※１  1,602,257 41.1  1,602,517 25.3

Ⅱ　資本剰余金        

　資本準備金  1,741,503   1,741,762   

資本剰余金合計   1,741,503 44.7  1,741,762 27.5

Ⅲ　利益剰余金        

１．利益準備金  3,000   3,000   

２．任意積立金        

（１）配当平均積立金  90,000   150,000   

（２）別途積立金  630,000   930,000   

３．当期未処理損失  △2,388,816   △1,702,755   

利益剰余金合計   △1,665,816 △42.7  △619,755 △9.8

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※３  3,144 0.1  3,198 0.0

Ⅴ　自己株式 ※２  △1,763 △0.1  △33,650 △0.5

資本合計   1,679,324 43.1  2,694,073 42.5

負債及び資本合計   3,898,420 100.0  6,345,070 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．情報サービス売上高  421,715   745,397   

２．情報機器および工事売上
高

 178,475 600,190 100.0 75,845 821,243 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２       

１．情報サービス売上原価  1,234,397   1,334,373   

２．情報機器および工事売上
原価

 179,968 1,414,366 235.7 69,325 1,403,698 170.9

売上総損失   814,176 △135.7  582,455 △70.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．役員報酬  62,400   79,199   

２．給料・賞与  96,989   91,879   

３．福利厚生費  31,940   22,685   

４．役員退職慰労引当金繰入
額

 13,000   16,500   

５．退職給付費用  155   769   

６．旅費交通費  17,846   21,848   

７．交際費  12,219   18,169   

８．支払手数料  65,337   57,559   

９．調査費  23,698   18,588   

10．賃借料  17,104   18,388   

　11．通信費  3,877   3,780   

　12．研究開発費  －   54,665   

　13．減価償却費  4,992   7,669   

　14．その他  92,920 442,482 73.7 162,080 573,782 69.9

営業損失   1,256,658 △209.4  1,156,238 △140.8
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前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※３ 11   3,416   

２．受取配当金 　 72   78   

３．受取賃貸料 ※３ －   2,694   

４．為替差益 　 899   －   

５．受取手数料 　 6,157   －   

６．循環取引収入 ※４ 1,097,124   2,325,802   

７．その他  578 1,104,844 184.1 2,599 2,334,591 284.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  29,265   23,212   

２．新株発行費償却  12,034   10,599   

３．会員権評価損  200   1,447   

４．支払手数料  6,299   7,229   

５．為替差損  －   1,171   

６．その他  48 47,848 8.0 252 43,913 5.4

経常利益又は
経常損失（△）

  △199,663 △33.3  1,134,440 138.1

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  1,000   －   

２．固定資産売却益  －   20   

３．受贈益  － 1,000 0.2 8,183 8,203 1.0

Ⅶ　特別損失        

固定資産除却損 ※１ 644 644 0.1 1,813 1,813 0.2

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△）

  △199,307 △33.2  1,140,830 138.9

法人税、住民税及び事業税 ※５ 433,000   687,000   

法人税等修正額 ※６　 △429,220 3,780 0.6 △683,220 3,780 0.4

当期純利益
又は当期純損失（△）

  △203,087 △33.8  1,137,050 138.5

前期繰越損失   2,185,728   2,839,806  

当期未処理損失   2,388,816   1,702,755  
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売上原価明細書

　(イ)情報サービス売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  307,524 30.6 381,688 27.7

Ⅱ　外注費  299,132 29.8 633,522 45.9

Ⅲ　経費 ※１ 397,652 39.6 364,001 26.4

当期総製造費用  1,004,309 100.0 1,379,212 100.0

期首仕掛品たな卸高  283,663  42,514  

合計  1,287,973  1,421,727  

他勘定振替高 ※２ 11,061  31,368  

期末仕掛品たな卸高  42,514  55,984  

売上原価  1,234,397  1,334,373  

      

　（注）

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　経費の主な内訳 旅費交通費 18,701千円 旅費交通費   24,241千円

 支払リース料 39,937千円 支払リース料 40,436千円

 賃借料 28,397千円 賃借料 38,678千円

 ソフトウェア償却費 275,352千円 ソフトウェア償却費 219,371千円

※２　他勘定振替高の内訳 ソフトウェア 3,682千円 ソフトウェア 7,805千円

 広告宣伝費 5,022千円 広告宣伝費 1,772千円

 販売費及び一般管理費
（給料・賞与）

1,529千円 販売費及び一般管理費
（給料・賞与）

 6,604千円

 販売費及び一般管理費
（その他）

826千円 研究開発費 11,747千円

 　
　

　
販売費及び一般管理費
（その他）

3,437千円

３　原価計算の方法 個別原価計算 同左

(ロ)情報機器および工事売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品仕入高及び材料費  179,861 99.9 69,137 99.7

Ⅱ　労務費  － － 86 0.1

Ⅲ　経費 ※１ 107 0.1 100 0.2

当期総製造費用  179,968 100.0 69,325 100.0

期首商品たな卸高  －  －  

合計  179,968  69,325  
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前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

科目
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

期末商品たな卸高  －  －  

売上原価  179,968  69,325  

      

　（注）

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　経費の主な内訳 減価償却費 95千円 減価償却費 68千円

２　原価計算の方法 個別原価計算 同左
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③【損失処理計算書】

  
前事業年度

（株主総会承認日）
　（平成16年６月25日）

当事業年度
（株主総会承認日）
　（平成17年６月24日）

科目
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処理損失 　  2,388,816  1,702,755

Ⅱ　利益処分額 　     

１．配当金 （注） 70,989  53,210  

２．取締役賞与金 （注） 20,000  24,000  

３．任意積立金 （注）    

(1）配当平均積立金  60,000  50,000  

(2）別途積立金  300,000 450,989 750,000 877,210

Ⅲ　次期繰越損失 　  2,839,806  2,579,965

      

（注）　配当金、取締役賞与金及び任意積立金は、株主総会決議に基づく手続により既に処分されておりますので、次期

繰越金額は当該金額を控除して算定しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

――――――

　

（貸借対照表関係）

前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度2,940千円）は、資産総額の100分の1以下と

なったため、当事業年度より、流動資産の「その他」に含

めて表示することに変更しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

※１　授権株式数及び発行済株式総数

　　授権株式数 普通株式 55,000株

　　発行済株式総数 普通株式 22,192.5株

※１　授権株式数及び発行済株式総数

　　授権株式数 普通株式 165,000株

　　発行済株式総数 普通株式 66,637.5株

※２　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式8.2株

であります。

※２　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式124.85株

であります。

※３　商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額

資産の時価評価により増加した純資産額

※３　商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額

資産の時価評価により増加した純資産額

 3,144千円

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関（５行）とコミットメントライン契約を締結

しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 1,000,000千円

 3,198千円

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関（５行）とコミットメントライン契約を締結

しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －千円

　　　差引額 1,000,000千円

※５　循環取引によって過大に計上された法人税等及び消

費税等について、修正見積額を未収計上したもので

あります。なお、法人税及び消費税の修正について

は、更正の嘆願を上申しております。

※５ 同左

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※１　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 644千円 器具備品 1,813千円

※２ ────── ※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　 54,665千円

※３ ────── ※３　関係会社に対する事項

受取利息 3,398千円

受取賃貸料 2,474千円

※４　循環取引によって会社に入金された金額を「循環取

引収入」として認識し、会社から出金した金額を

「循環取引支出」として認識した上で、これらの金

額を相殺した差額を計上したものであります。な

お、循環取引収入の総額は11,651,167千円でありま

す。

※４　循環取引によって会社に入金された金額を「循環取

引収入」として認識し、会社から出金した金額を

「循環取引支出」として認識した上で、これらの金

額を相殺した差額を計上したものであります。な

お、循環取引収入の総額は16,390,290千円でありま

す。

※５　循環取引によって過大に計上された課税所得に基づ

き計算された、税務申告上の法人税等の金額であり

ます。

※５　同左

※６　循環取引によって過大に計上された課税所得を修正

した上で計算された見積額であります。

※６　同左
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（税効果会計関係）

 前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

税務上の繰越欠損金 777,991千円

未払賞与 11,245千円

未払事業税 23,683千円

貸倒引当金 2,720千円

減価償却費 55,852千円

ゴルフ会員権 1,055千円

一括償却資産 1,504千円

退職給付引当金 815千円 

役員退職慰労引当金 24,360千円

繰延資産 908千円 

繰延税金資産小計 900,136千円

評価性引当額 △900,136千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,149千円 

繰延税金資産の純額 △2,149千円

繰延税金資産 　 　

税務上の繰越欠損金 329,912千円

未払賞与 588千円

未払事業税 36,044千円

未払事業所税 426千円

貸倒引当金 3,410千円

減価償却費 63,258千円

ゴルフ会員権 1,480千円

一括償却資産 2,386千円

退職給付引当金 1,521千円 

役員退職慰労引当金 31,059千円

繰延資産 165千円

自己株式 102千円 

繰延税金資産小計 470,356千円

評価性引当額 △470,356千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,186千円 

繰延税金資産の純額 △2,186千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

税務上の繰越欠損金の利用 △39.3％

評価性引当額 1.6％

住民税均等割 0.3％

その他 △4.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.3％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 74,797円22銭

１株当たり当期純損失金額 12,178円96銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失を計上しているため記載しておりません。

１株当たり純資産額 40,143円83銭

１株当たり当期純利益金額 16,734円06銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
16,652円10銭

 　当社は、平成16年６月18日付で株式１株につき３株の

株式分割を行っております。

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 24,932円40銭

１株当たり当期純損失金額 4,059円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

を計上しているため記載しておりません。

（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失金額

  

当期純利益又は当期純損失（△）　　（千円） △203,087 1,137,050

　普通株主に帰属しない金額　　　　　（千円） 20,000 24,000

　　（うち利益処分による役員賞与金）（千円） (20,000) (24,000)

普通株式に係る当期純利益

又は当期純損失（△）　　　　　　　（千円）
△223,087 1,113,050

　期中平均株式数　　　　　　　　　　　（株） 18,317 66,514

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額　　　　　　　　　（千円） － －

　普通株式増加数　　　　　　　　　　　（株） － 327

　　（うち新株予約権）　　　　　　　　（株） － (327)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権 ２種類

これらの概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおりであり

ます。

新株予約権１種類

(新株予約権の数384個）

なお、新株予約権の概要は「第

４　提出会社の状況(2)新株予約

権等の状況」に記載のとおりで

あります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．当社は、平成16年４月９日開催の取締役会において、

投資金額の引き下げと当社株式の流動性向上を図る

ことを目的とする株式の分割（無償交付）を決議い

たしました。

（株式分割の概要）

（１）分割により増加する株式数

　　　普通株式とし、平成16年４月30日（金曜日）最終

　　　の発行株式数に２を乗じた株式数とする。

（２）分割方法

平成16年４月30日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主ならびに端株原簿

に記載または記録された端株主の所有株式数を、平

成16年６月18日付をもって１株につき３株の割合

をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる１株

未満の端株数のうち、１株の100分の１の整数倍に

相当するものを端株として端株原簿に記載または

記録する。

（３）配当起算日

　　　平成16年４月１日

　　　当社は、平成17年６月24日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に規定する新株

予約権（ストックオプション）の無償発行に関する

決議をいたしました。

　　　当該決議の内容は、「第４　提出会社の状況(7)ストック

オプション制度の内容」に記載しております。

　

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

△8,467円95銭 24,932円40銭

１株当たり当期純損失金額 １株当たり当期純損失金額

35,592円81銭 4,059円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失を計

上しているため記載しておりません。

２．当社は、平成16年６月25日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に規定する新株

予約権（ストックオプション）の無償発行に関する

決議をいたしました。

　　　当該決議の内容は、「第４　提出会社の状況(7)ストッ

クオプション制度の内容」に記載しております。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物附属設備 － 31,059 － 31,059 5,174 3,077 25,884

器具備品 44,468 23,065 14,796 52,737 22,312 8,731 30,425

リース資産 478 － 478 － － 67 －

有形固定資産計 44,946 54,125 15,274 83,797 27,487 11,876 56,309

無形固定資産        

著作権 15,900 － － 15,900 15,900 1,366 －

電話加入権 1,727 － － 1,727 － － 1,727

ソフトウェア 1,184,684 85,469 198 1,269,955 1,096,296 219,373 173,658

無形固定資産計 1,202,311 85,469 198 1,287,582 1,112,196 220,740 175,386

長期前払費用 10,695 15,995 14,746 11,945 440 1,040 11,505

繰延資産        

新株発行費 36,104 6,151 10,457 31,798 20,407 10,599 11,390

繰延資産計　　 36,104 6,151 10,457 31,798 20,407 10,599 11,390
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(2)【主な資産及び負債の内容】

　

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社日立製作所 105,662

株式会社ＣＳＫ 39,690

株式会社ナムコ 27,300

株式会社ニッセイコム 23,822

株式会社ディンプス 7,875

その他 23,249

合計 227,599

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

74,636 862,305 709,343 227,599 75.7 64.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

③　仕掛品

品目 金額（千円）

情報サービス仕掛品 55,984

合計 55,984

④　長期未収入金

相手先 金額（千円） 摘要 

法人税 952,040  

住民税 198,821  

事業税 304,015  

消費税 168,198  

地方消費税 42,049  

合計 1,665,126  

⑤  買掛金

相手先 金額（千円）

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 155,452

株式会社ＣＳＫ 64,995

株式会社名鉄システム開発 10,506
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相手先 金額（千円）

株式会社シーエーシー 4,292

有限会社ビートレスシステムズ 2,887

その他 21,026

合計 259,160

⑥ 短期借入金 

相手先 金額（千円）

住友信託銀行株式会社 1,500,000

株式会社三井住友銀行 250,000

株式会社東京三菱銀行 150,000

株式会社みずほ銀行 150,000

株式会社ユーエフジェイ銀行 100,000

株式会社りそな銀行 100,000

合計 2,250,000

⑧　未払法人税等

区分 金額（千円）

未払法人税 342,354

未払住民税 58,467

未払事業税 88,779

合計 489,601
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月23日

再生債務者　株式会社アイ・エックス・アイ
管財人　弁護士　　小松　陽一郎　殿

   

 土井・大村公認会計士共同事務所

 公認会計士 土　井　　　　充　　　印

 公認会計士 大　村　　醇　吉　　　印

　私たちは、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・エックス・アイの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は管財人にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、管財人が採用した会計方針及びその適用方法並びに管財人によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア

イ・エックス・アイ及び連結子会社の平成16年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき連結財務諸表を訂正している。なお、会社は訂正後の連結財務諸表の数値に基づき、法人税等及び消費税等について

修正見積り額を計算し、税務当局に更正の嘆願を提出している。私たちは訂正後の連結財務諸表について監査を行った。

　

　会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月23日

再生債務者　株式会社アイ・エックス・アイ
管財人　弁護士　　小松　陽一郎　殿

   

 土井・大村公認会計士共同事務所

 公認会計士 土　井　　　　充　　　印

 公認会計士 大　村　　醇　吉　　　印

　私たちは、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・エックス・アイの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は管財人にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試査を基礎として行わ

れ、管財人が採用した会計方針及びその適用方法並びに管財人によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア

イ・エックス・アイ及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき連結財務諸表を訂正している。なお、会社は訂正後の連結財務諸表の数値に基づき、法人税等及び消費税等について

修正見積り額を計算し、税務当局に更正の嘆願を提出している。私たちは訂正後の連結財務諸表について監査を行った。

　

　会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月23日

再生債務者　株式会社アイ・エックス・アイ
管財人　弁護士　　小松　陽一郎　殿

   

 土井・大村公認会計士共同事務所

 公認会計士 土　井　　　　充　　　印

 公認会計士 大　村　　醇　吉　　　印

　私たちは、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・エックス・アイの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第16期事業年度に係る訂正報告書の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は管財

人にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

管財人が採用した会計方針及びその適用方法並びに管財人によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ・

エックス・アイの平成16年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき財務諸表を訂正している。なお、会社は訂正後の財務諸表の数値に基づき、法人税等及び消費税等について修正見積

り額を計算し、税務当局に更正の嘆願を提出している。私たちは訂正後の財務諸表について監査を行った。また、会社の損

失処理計算書に記載されている当期未処理損失及び次期繰越損失は、第16期定時株主総会で報告された金額と比べて

2,966,802千円増加している。

　 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社アイ・エックス・アイ(E05225)

訂正有価証券報告書

44/45



独立監査人の監査報告書

   平成20年６月23日

再生債務者　株式会社アイ・エックス・アイ
管財人　弁護士　　小松　陽一郎　殿

   

 土井・大村公認会計士共同事務所

 公認会計士 土　井　　　　充　　　印

 公認会計士 大　村　　醇　吉　　　印

　私たちは、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・エックス・アイの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第17期事業年度に係る訂正報告書の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は管財

人にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

管財人が採用した会計方針及びその適用方法並びに管財人によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表

の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ・

エックス・アイの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき財務諸表を訂正している。なお、会社は訂正後の財務諸表の数値に基づき、法人税等及び消費税等について修正見積

り額を計算し、税務当局に更正の嘆願を提出している。私たちは訂正後の財務諸表について監査を行った。また、会社の損

失処理計算書に記載されている当期未処理損失及び次期繰越損失は、第17期定時株主総会で報告された金額と比べて

2,745,374千円増加している。

　 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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